２０１７年〇月〇〇日
国会議員　　　　　　　　　　様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
さらなる負担増と保険はずしになる介護保険法「改正」法案の徹底した論議と廃案を求めます
　
　政府は、３月28日の衆議院本会議で「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案」の趣旨説明を行い、国会での審議が開始されました。
今回の制度の見直しでは、高額介護サービス費の負担上限額の引き上げや現役並み所得者の利用料3割化などの新たな負担増や、長期療養を担う療養病床の削減・廃止、生活援助（訪問介護）のヘルパーの配置基準の緩和・介護報酬の引き下げなどが盛り込まれています。
　利用者からは、「医療費も上がっており、介護費用がこれ以上増えたらサービスを減らさざるを得ない」、「ヘルパーの生活援助が減らされたり、ボランティアに移されたら自宅での生活が続けらない」など、見直し案に対する悲痛な声が多数寄せられています。 家族の介護負担を増大させるこうした内容の見直しは、政府が掲げる「介護離職ゼロ」政策そのものにも真っ向から反するものです。
　事業所では人手不足が深刻化し、「特養を全室オープンできない」「ショートステイを半減させざるを得ない」「「デイサービスを廃止した」などのきびしい事態が生じています。
　衆議院厚生労働委員会では、このような国民生活と命に係わる重要な法案が２０時間余りの審議で強行されました。国民の声、願い、現場から要求に真摯に耳を傾け、集約していくことが求められています。
　　憲法をいかして安全・安心の介護の実現を求め下記項目の実現を要請するとともに、今国会で
の介護保険法｛改正｝法案の徹底した審議と廃案を求めます。
【要請事項】
１、介護サービス利用者負担について、現役並み所得の利用者（単身で年金収入383万円以上）への「３割負担導入」と一般世帯の負担上限額引き上げはやめてください。
２、第２号保険料（４０歳から６４歳の被保険者）への「総報酬割」導入と協会健保への国庫補助削減をやめてください。
３、介護労働者の安定的な確保を図るため、介護従事者全体のさらなる処遇改善を図ってください。
４、「地域包括ケアシステム強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案」（一括法案）について、徹底した論議を行い廃案にしてください。
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